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図3 本工法による半自然草地創出までのフロー（イメージ） 
 
なお、今回の文献調査時に作成した雑草種群の生態情

報を一元化したツールによって緑地の植生状態を即時的

に診断、関係者の合意形成の基盤とし、半自然草地の省管

理を実現するための判断材料や視点をサポートするシステ

ムを構築している（2020年3月特許出願済み）。 
 

4.3 本工法の特徴 
一般的な管理が行われている低木植込みや張芝では植

え替えが一定年数ごとに発生するが、本工法では、省管理

ながら次第に在来種主体の草地が安定化し、生物多様性

保全効果の高い緑地が持続するものと思われる。景観面に

ついても、自然発生ならではの多種・高密度な混生、およ

びそれらによる季節的な急伸や草紅葉、風にそよぐ葉群

等、年間を通じて豊かな表情が確認された。 
一年草から多年草への遷移という畦畔草地等と同様の群

落動態は、緑化的な視点に置き換えれば、施工直後の不

安定な植栽基盤においては適応範囲が広い一年草が即時

的に大量繁茂し無機的環境を迅速に改善・安定化、その後

の多年草急増の基盤となったともいえる。また後年もスポッ

ト的に生じる攪乱（微気象のゆらぎや外来種の引き抜き等）

に対して再度在来一年草が部分的に繁茂するといった、

「群落総体として緑被を維持する自律的なチューニング」の

ような働きも見られたことから、省管理に際してはこうした一

年草の機能を取り込むことも有用と思われる。 
建築外構植栽は、不要な立ち入りや踏圧がなく、維持管

理体制が一定期間保証され、またアクセスも容易である等

の要件から、半自然草地性動植物の有力なレフュージア

（避難地）となる可能性があるが、本工法はそうした企業の

CSR活動等を推進するうえでの技術支援の一助にもなると

思われる。 
 

4.4 初期および中長期的な留意点 
今回のように裸地からの群落形成に際しては、植栽基盤

として敷設される土壌中の埋土種子が重要であることから、

可能な限りその諸元（管理履歴等）を確認し在来草本種子

を多く含みうるような土壌の適用が望ましい。与条件次第で

は自律的な繁殖を前提としながらも、張芝からの草地群落

育成や在来種苗の初期植栽も必要と思われる。 
また主な維持管理は初期の植生調査と選択的除草以外

は原則刈り取りのみとなるため、造園的な専門性がなくても

作業は可能であるが、選択的除草のさらなる徹底や景観種

の刈り残し等において管理業者あるいは植物調査会社等と

連携することで、より早期に確実な目標植生の創出や安定

化が可能になると思われる。今回の検証においても調査会

社による高精度な植生調査結果に基づいて維持管理計画

を立てたことで、後年の省管理が可能となった。 
 
刈り取りの継続によって在来多年草を主体とした安定的

な草地が維持されることは、伝統的な畦畔草地の研究等、

生態学の世界ではよく知られた事実ではあったが、今回の

一連の検証により建築外構植栽においても同様の動態の

一端が確認でき、生物多様性を勘案した制御のための基

礎的知見についても整理することが出来た。今後も引き続

き試験区のモニタリング継続や案件適用拡大により、バック

データの拡充と課題の検証を行っていく予定である。 
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振動締固めを必要とするコンクリートの間隙通過性と細・粗骨材混合実積率

髙橋 直希 井手 一雄

概 要

コンクリートのワーカビリティーは、混和剤の使用などによりスランプのみで評価することは困難になりつつある。振動締固めを

必要とするコンクリートを対象とし、細骨材率を変えた配合に対して、混和剤の添加量または単位水量の増減によって同一スラ

ンプとなるコンクリートを用いて、間隙通過性試験を実施した。間隙通過性に着目した場合、本実験の範囲内では細・粗骨材混

合実積率が最大となる細骨材率を選定することで、振動締固めを必要とするコンクリートの間隙通過性が最大となることがわかっ

た。

Permeability of fresh concrete requiring vibration compaction and mixing volume ratio of fine and 
coarse aggregates. 

Abstract 
 

It has become difficult to evaluate the workability of concrete only by slump due to the use of admixtures. 
The concrete to be targeted is concrete that requires compaction by an internal vibrator and ware adjusted 
with an admixture and a unit water amount so that the same slump ware is obtained. This paper shows the 
results of the gap permeability of fresh concrete with the compaction by an internal vibrator.  

As a result, it was found that by selecting the fine aggregate ratio that maximizes the actual volume ratio of 
the mixture of fine and coarse aggregates, it is possible to maximize the gap permeability of fresh concrete that 
requires compaction by an internal vibrator. 

 

キーワード： 間隙通過性、振動締固め、細骨材

率、実積率、加速度
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§１ はじめに

我が国の建設産業は、社会基盤整備の担い手である

ものの、技能労働者の高齢化や若手入職者の減少が予

想されており、労働力の確保に支障が生じることが懸念さ

れている。この解決策として、少ない人数で建設業務を遂

行できるよう建設業の生産性を高めることが挙げられる。

コンクリート構造物の生産性向上は、品質確保あるい

は品質向上を前提とした形でなければ、本質的な生産性

向上ではないとし、品質を確保した生産性向上について

議論が行われてきた。その中で、作業性が十分でない条

件でスランプの小さいコンクリートを打ち込む場合などは、

確実な充塡のために多大な労力と時間を費やすことにな

り、現場におけるコンクリート工の生産性を阻害するとされ

ている 。高流動コンクリートやプレキャスト工法などを用

いることで、コンクリート構造物建設の生産性は向上して

いるものの、多くの場合、振動締固めを必要とする現場打

ちコンクリートが用いられている。

従来、コンクリートのワーカビリティーは、スランプで評

価することも比較的容易であった。しかし、天然骨材に比

べて施工性の劣る砕石や砕砂のような骨材や、高性能

化・高機能化した化学混和剤などが使われる状況下で

は、スランプだけでワーカビリティーを評価することは困難

になりつつある 。したがって、単にスランプが大きくなるよ

うな配合を選定するのではなく、ワーカビリティーが向上

するような配合でなければ、品質を確保した生産性の向

上は期待できない。コンクリートの施工性能として、充塡

性、圧送性、凝結特性などのワーカビリティーおよび強度

発現性が示されている。高品質で密実なコンクリート構造

物を構築するうえで、コンクリートの充塡性が最も重要な

性能であるとされている 。加振条件下でのコンクリートの

充塡性を評価する方法としては、 「ボッ

クス形容器を用いた加振時のコンクリートの間隙通過性

試験方法 案 」があり、配合を定量的に評価できるものと

考えられている など。

本研究は、振動締固めを必要とするコンクリートを対象

とし、細骨材率を変えた配合に対して、混和剤の添加量

または単位水量の増減によって同一スランプとなるよう調

整したコンクリートを用いて、間隙通過性を検討した。さら

に、細骨材と粗骨材を合わせた混合物の実積率と間隙通

過性の関係について検討した。 

§２ 実験概要

使用材料およびコンクリートの配合

使用材料を、表 に示す。また、空気量を調整するため、

剤と消泡剤を適宜使用した。コンクリートの配合およびフ

レッシュコンクリートの試験結果を、表 に示す。目標スラン

プおよび目標空気量は、 および ％とした。ケース①

は、水セメント比および単位水量を一定とし、細骨材率を変

化させた場合に混和剤の添加量により目標スランプとなるよ

う調整した配合である。ケース②は、水セメント比を 、 お

よび ％、混和剤の添加量を一定とし、細骨材率を変化さ

せた場合に単位水量の増減によりスランプを調整した配合

である。

表１ 使用材料

細骨材と粗骨材の混合物の実積率

細骨材と粗骨材の混合物の実積率以下、細・粗骨材混

合実積率と称す は、あらかじめ所定の細骨材率で混合し

た試料を、 に準じた棒突きによる方法で容器に

詰めて求めた。細骨材率の水準は、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 および ％の全 水準とした。

間隙通過性試験 
加振時のコンクリートの間隙通過性を定量的に評価する

ため、 「ボックス形容器を用いた加振時

のコンクリートの間隙通過性試験方法（案）」に準じて、間

隙通過性試験を行い、間隙通過速度を算出した。なお、

使用した内部振動機は、振動部の直径が 、振幅が

および振動数が である。

加振時のコンクリート中における加速度 
フレッシュコンクリートに振動を与える目的は、コンクリー

トを流動化し、鉄筋の間隙や型枠の隅々に行き渡らせるこ

とや、コンクリート中の空気を液状化により追い出し、緻密

化すること、などが挙げられる。特に、締固め過程に関して

は、コンクリートの振動締固めや振動伝播に関する数多く

の研究が行われている 。さらに、内部振動機を用いた締

固め完了までの時間を、振動加速度や振動数などから算

高性能AE減水剤

（ポリカルボン酸系）

混和剤

粗骨材

桜川産硬質砂岩砕石 (最大寸法 : 20mm)

粒形判定実積率 : 58.0 (％)
粗粒率 : 6.64

AE減水剤

（リグニンスルホン酸系）

表乾密度 : 2.64 (g/cm3)

セメント
普通ポルトランドセメント

密度 : 3.16 (g/cm3)

細骨材

上内田産山砂

表乾密度 : 2.57 (g/cm3)

粗粒率 : 2.68
実積率 : 65.9 (％)

振動締固めを必要とするコンクリートの間隙通過性と細・粗骨材混合実積率

－ －

出した締固め完了エネルギーという指標を用いて求める方

法も提案されている 。充塡過程についても、振動がコン

クリートに作用する点においては締固め過程と同様であ

り、振動加速度や振動伝播などの振動特性が大きく影響し

ていることが考えられる。

本研究では、細骨材率の異なるコンクリートに対し、加

振時のコンクリート中の振動加速度を計測した。加速度の

計測の概念図を、図１に示す。プラスティック製の容器にコ

ンクリートを投入した後、内部振動機は容器の中央に挿入

し、内部振動機の先端が底面から の高さになるよう

設置した。また、加速度計は内部振動機から横方向は

および 、高さ方向は底面から の位置

に設置した。その後、内部振動機により 秒間振動を与

え、コンクリート中の加速度を計測した。実施水準は、ケー

ス②の水セメント比が ％、細骨材率が ％、 ％および

％の 水準とした。

図１ 加速度計測の概念図

§３ 実験結果

細・粗骨材混合実積率

細・粗骨材混合実積率を、図２に示す。細・粗骨材混合

実積率が最大となる細骨材率は ％であった。

細・粗骨材混合実積率が最大となる細骨材率と、スラン

プが最大となる細骨材率の関係を確認するため、細骨材

率を変化させたスランプ試験を行った。実施した配合を、

表 に示す。 水セメント比が ％、単位水量が に

表２ コンクリートの配合

水 セメント 細骨材 粗骨材 AE減水剤 高性能AE減水剤

40.0 708 1091 0.65 ‐ 10.5 5.4
42.0 744 1055 0.80 ‐ 10.9 3.8
44.0 779 1018 0.75 ‐ 12.5 5.9
46.0 814 982 1.05 ‐ 12.7 6.1
48.0 850 946 1.25 ‐ 13.8 6.1
50.0 885 909 1.30 ‐ 11.8 3.9
52.0 921 873 ‐ 1.10 11.8 5.3
54.0 956 837 ‐ 1.35 11.9 4.5
56.0 991 800 ‐ 1.55 11.1 3.5
58.0 1027 764 ‐ 1.75 12.8 3.2

40.0 160 356 702 1081 ‐ 10.6 4.2
40.0 162 360 698 1076 ‐ 10.8 4.0
42.0 162 360 733 1040 ‐ 10.0 4.6
44.0 167 371 758 991 ‐ 12.7 4.4
46.0 169 376 789 951 ‐ 12.8 4.6
48.0 171 380 819 911 ‐ 12.6 5.1
50.0 173 384 849 872 ‐ 12.7 5.4
52.0 174 387 880 835 ‐ 11.1 3.9
54.0 176 391 909 796 ‐ 10.8 4.0
56.0 179 398 936 755 ‐ 10.5 3.7
40.0 160 320 713 1099 ‐ 10.0 5.0
42.0 163 326 744 1055 ‐ 10.9 5.0
42.0 163 326 744 1055 ‐ 10.9 3.8
44.0 166 332 773 1011 ‐ 12.1 5.0
46.0 169 338 803 968 ‐ 12.6 5.0
48.0 171 342 834 928 ‐ 13.3 5.5
50.0 173 346 864 888 ‐ 11.2 4.5
52.0 175 350 894 848 ‐ 11.8 5.2
54.0 177 354 924 809 ‐ 13.3 4.5
56.0 179 358 954 770 ‐ 11.3 4.0
58.0 183 366 978 728 ‐ 12.0 4.8
40.0 160 291 723 1113 ‐ 10.1 4.1
42.0 162 295 755 1072 ‐ 11.2 4.1
44.0 164 298 788 1030 ‐ 10.8 4.0
46.0 166 302 820 989 ‐ 10.6 5.1
48.0 168 305 852 948 ‐ 11.7 5.4
50.0 171 311 881 905 ‐ 11.8 6.2
52.0 173 315 912 865 ‐ 11.8 6.5
54.0 176 320 941 823 ‐ 13.7 6.2
56.0 179 325 969 782 ‐ 11.6 5.9
58.0 183 333 994 739 ‐ 10.8 4.5

ケース
②

45.0

0.8050.0

55.0

空気量
(%)

ケース
①

50.0 163 326

ケース
W/C
(%)

s/a
(%)

単位量(kg/m3) 混和剤(C×％) スランプ
(cm)

520

375
200100

内部振動機 φ28mm

520

300200
100

内部振動機 φ28mm

平面図 断面図

コンクリート
打込み高さ

：加速度計

160 60
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とし、細骨材率を変えた配合に対して、混和剤の添加量

または単位水量の増減によって同一スランプとなるよう調

整したコンクリートを用いて、間隙通過性を検討した。さら

に、細骨材と粗骨材を合わせた混合物の実積率と間隙通

過性の関係について検討した。 

§２ 実験概要

使用材料およびコンクリートの配合

使用材料を、表 に示す。また、空気量を調整するため、

剤と消泡剤を適宜使用した。コンクリートの配合およびフ

レッシュコンクリートの試験結果を、表 に示す。目標スラン

プおよび目標空気量は、 および ％とした。ケース①

は、水セメント比および単位水量を一定とし、細骨材率を変

化させた場合に混和剤の添加量により目標スランプとなるよ

う調整した配合である。ケース②は、水セメント比を 、 お

よび ％、混和剤の添加量を一定とし、細骨材率を変化さ

せた場合に単位水量の増減によりスランプを調整した配合

である。

表１ 使用材料

細骨材と粗骨材の混合物の実積率

細骨材と粗骨材の混合物の実積率以下、細・粗骨材混

合実積率と称す は、あらかじめ所定の細骨材率で混合し

た試料を、 に準じた棒突きによる方法で容器に

詰めて求めた。細骨材率の水準は、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 および ％の全 水準とした。

間隙通過性試験 
加振時のコンクリートの間隙通過性を定量的に評価する

ため、 「ボックス形容器を用いた加振時

のコンクリートの間隙通過性試験方法（案）」に準じて、間

隙通過性試験を行い、間隙通過速度を算出した。なお、

使用した内部振動機は、振動部の直径が 、振幅が

および振動数が である。

加振時のコンクリート中における加速度 
フレッシュコンクリートに振動を与える目的は、コンクリー

トを流動化し、鉄筋の間隙や型枠の隅々に行き渡らせるこ

とや、コンクリート中の空気を液状化により追い出し、緻密

化すること、などが挙げられる。特に、締固め過程に関して

は、コンクリートの振動締固めや振動伝播に関する数多く

の研究が行われている 。さらに、内部振動機を用いた締

固め完了までの時間を、振動加速度や振動数などから算

高性能AE減水剤

（ポリカルボン酸系）

混和剤

粗骨材

桜川産硬質砂岩砕石 (最大寸法 : 20mm)

粒形判定実積率 : 58.0 (％)
粗粒率 : 6.64

AE減水剤

（リグニンスルホン酸系）

表乾密度 : 2.64 (g/cm3)

セメント
普通ポルトランドセメント

密度 : 3.16 (g/cm3)

細骨材

上内田産山砂

表乾密度 : 2.57 (g/cm3)

粗粒率 : 2.68
実積率 : 65.9 (％)
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出した締固め完了エネルギーという指標を用いて求める方

法も提案されている 。充塡過程についても、振動がコン

クリートに作用する点においては締固め過程と同様であ

り、振動加速度や振動伝播などの振動特性が大きく影響し

ていることが考えられる。

本研究では、細骨材率の異なるコンクリートに対し、加

振時のコンクリート中の振動加速度を計測した。加速度の

計測の概念図を、図１に示す。プラスティック製の容器にコ

ンクリートを投入した後、内部振動機は容器の中央に挿入

し、内部振動機の先端が底面から の高さになるよう

設置した。また、加速度計は内部振動機から横方向は

および 、高さ方向は底面から の位置

に設置した。その後、内部振動機により 秒間振動を与

え、コンクリート中の加速度を計測した。実施水準は、ケー

ス②の水セメント比が ％、細骨材率が ％、 ％および

％の 水準とした。

図１ 加速度計測の概念図

§３ 実験結果

細・粗骨材混合実積率

細・粗骨材混合実積率を、図２に示す。細・粗骨材混合

実積率が最大となる細骨材率は ％であった。

細・粗骨材混合実積率が最大となる細骨材率と、スラン

プが最大となる細骨材率の関係を確認するため、細骨材

率を変化させたスランプ試験を行った。実施した配合を、

表 に示す。 水セメント比が ％、単位水量が に

表２ コンクリートの配合

水 セメント 細骨材 粗骨材 AE減水剤 高性能AE減水剤

40.0 708 1091 0.65 ‐ 10.5 5.4
42.0 744 1055 0.80 ‐ 10.9 3.8
44.0 779 1018 0.75 ‐ 12.5 5.9
46.0 814 982 1.05 ‐ 12.7 6.1
48.0 850 946 1.25 ‐ 13.8 6.1
50.0 885 909 1.30 ‐ 11.8 3.9
52.0 921 873 ‐ 1.10 11.8 5.3
54.0 956 837 ‐ 1.35 11.9 4.5
56.0 991 800 ‐ 1.55 11.1 3.5
58.0 1027 764 ‐ 1.75 12.8 3.2

40.0 160 356 702 1081 ‐ 10.6 4.2
40.0 162 360 698 1076 ‐ 10.8 4.0
42.0 162 360 733 1040 ‐ 10.0 4.6
44.0 167 371 758 991 ‐ 12.7 4.4
46.0 169 376 789 951 ‐ 12.8 4.6
48.0 171 380 819 911 ‐ 12.6 5.1
50.0 173 384 849 872 ‐ 12.7 5.4
52.0 174 387 880 835 ‐ 11.1 3.9
54.0 176 391 909 796 ‐ 10.8 4.0
56.0 179 398 936 755 ‐ 10.5 3.7
40.0 160 320 713 1099 ‐ 10.0 5.0
42.0 163 326 744 1055 ‐ 10.9 5.0
42.0 163 326 744 1055 ‐ 10.9 3.8
44.0 166 332 773 1011 ‐ 12.1 5.0
46.0 169 338 803 968 ‐ 12.6 5.0
48.0 171 342 834 928 ‐ 13.3 5.5
50.0 173 346 864 888 ‐ 11.2 4.5
52.0 175 350 894 848 ‐ 11.8 5.2
54.0 177 354 924 809 ‐ 13.3 4.5
56.0 179 358 954 770 ‐ 11.3 4.0
58.0 183 366 978 728 ‐ 12.0 4.8
40.0 160 291 723 1113 ‐ 10.1 4.1
42.0 162 295 755 1072 ‐ 11.2 4.1
44.0 164 298 788 1030 ‐ 10.8 4.0
46.0 166 302 820 989 ‐ 10.6 5.1
48.0 168 305 852 948 ‐ 11.7 5.4
50.0 171 311 881 905 ‐ 11.8 6.2
52.0 173 315 912 865 ‐ 11.8 6.5
54.0 176 320 941 823 ‐ 13.7 6.2
56.0 179 325 969 782 ‐ 11.6 5.9
58.0 183 333 994 739 ‐ 10.8 4.5

ケース
②

45.0

0.8050.0

55.0

空気量
(%)

ケース
①

50.0 163 326

ケース
W/C
(%)

s/a
(%)

単位量(kg/m3) 混和剤(C×％) スランプ
(cm)

520

375
200100

内部振動機 φ28mm

520

300200
100

内部振動機 φ28mm

平面図 断面図

コンクリート
打込み高さ

：加速度計

160 60
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対し、細骨材率は ～ ％の 水準とした。本試験によっ

て得られたスランプと細骨材率の関係を、図３に示す。スラ

ンプが最大となる細骨材率は ％であり、既往の研究 と

同様、細・粗骨材混合実積率が最大となる細骨材率とは異

なる結果となった。

コンクリートの間隙通過速度

ケース①：混和剤の添加量の異なる配合

間隙通過性試験の結果を、図４に示す。混和剤の添加

量によりスランプを調整した場合、細骨材率と間隙通過速

度の関係は上に凸な形状を呈し、間隙通過速度が最大と

なる細骨材率が存在しており、そのときの細骨材率は ％

であった。間隙通過速度と細・粗骨材混合実積率が最大と

なる細骨材率は一致し、スランプが最大になる細骨材率と

は異なる結果となった。さらに、細骨材率が ％より大きく

なるほど間隙通過速度は低下している。これは、 章で後

述するように、細骨材率が大きくなると、振動を伝える粗骨

材量が少なくなることに加えて、ケース①の場合には、単

位水量を一定のまま細骨材率を大きくしているため、粘性

が高くなることで、より振動エネルギーが小さくなり、間隙通

過速度が低下したものと考えられる。

ケース②：単位水量の異なる配合

間隙通過性試験の結果を、図５に示す。単位水量により

スランプを調整した場合、 間隙通過速度が最大となる細

骨材率は、水セメント比によって多少の違いはあるが、

～ ％の範囲である。細骨材率が大きくなると間隙通過速

度がバラついているが、これは、細骨材率が大きいほど単

位水量が大きくなり、材料分離が生じやすくなったためで

あると考えられる。なお、ケース①と比べれば、細骨材率が

大きい場合の間隙通過速度の低下は少ないといえる。

加振時におけるコンクリート中の加速度

加速度計測の結果を、図６および表 に示す。表 に示

す、平均加速度は、振動開始後と終了前の 秒間を除い

た、約 秒間の加速度の絶対値の平均とした。

コンクリート中の振動については、主にコンクリートの粘性

により、指数関数的に減衰することが報告されている 。本

試験においては、いずれの細骨材率においても、内部振

動機からの距離が大きくなるほど、加速度が小さくなって

いる。さらに、細骨材率が大きいほど、平均加速度は小さく

なっており、同一スランプであっても、コンクリート中を伝播

する振動は異なっている。

図２ 細・粗骨材混合実積率

表３ スランプ試験におけるコンクリートの配合

図３ 細骨材率とスランプの関係

図４ 細骨材率と間隙通過速度の関係ケース①

図５ 細骨材率と間隙通過速度の関係ケース②
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§４ 間隙通過性に及ぼす影響

梁ら は、同一スランプのコンクリートであっても、配合条

件が異なる場合、締固め特性は変化するとしており、締固

め完了エネルギーが異なると指摘し、算定式を提案してい

る 。本研究では、算定式を用いて細骨材率の違いとコン

クリートの振動エネルギーについて検討した。

既往の研究 において、コンクリート中を伝播する波動

の振動数は、無負荷時の内部振動機の振動数と等しく、

配合や振動時間によらず、変化しないことが確認されてい

る。そのため、振動数は、内部振動機の振動数である、

とし、配合に関わらず一定であると仮定した。また、

加速度には計測により算出した平均加速度を用いた。

上記の仮定および算定式から、単位時間当たりのコンク

リートの振動エネルギーを算出した。算出した振動エネル

ギーを、表 に示す。振動エネルギーは加速度の 乗に比

例するため、加速度が変化した場合、振動エネルギーはよ

り顕著に変動する。算定結果から、粗骨材量が多いほど、

コンクリート中を伝わる振動は大きく、振動エネルギーが大

きくなっていることが考えられる。一方、振動エネルギーと

間隙通過速度には相関性が認められない。つまり、振動

エネルギーの大小のみが間隙通過速度に影響を及ぼして

いるわけではないことがわかる。

一般に、粗骨材量が多くなると、コンクリートの間隙通過

性などのコンクリートの施工性能が低下する。本試験結果

においても、粗骨材量が多い場合には、間隙通過速度が

低下しており、粗骨材が鉄筋間の円滑な通過を妨げてい

ることが推測される。粗骨材量が少ない場合、ケース①で

は、間隙通過性が低下する。これは、単位水量を一定とし

たまま細骨材率を大きくしているため、コンクリートの粘性

が大きくなり、振動エネルギーが小さくなったためと考えら

れる。一方、ケース②では、間隙通過性の低下は見られな

いものの、バラつきが大きくなっている。これは、細骨材率

が大きくなるほど単位水量も大きくしているため、材料分離

が生じやすくなっていることが要因と考えられる。

は、フレッシュコンクリートをペーストと骨

材の混合物として捉え、各骨材粒子はペースト膜で覆わ

れているとする、余剰ペースト理論を提唱した。骨材粒子

を覆う膜を形成するペーストは余剰ペースト、その体積は

表４ 加速度の計測結果

 細骨材率： ％

 細骨材率： ％

細骨材率： ％

図６ 細骨材率の違いによる加速度波形

表５ コンクリートの振動エネルギー

余剰ペースト体積、余剰ペースト体積を骨材の全表面積

で除した値は平均余剰ペースト膜厚 以下、余剰ペースト

膜厚 とされ、松下ら は、細・粗骨材混合実積率を最大に

する細骨材率は、余剰ペースト膜厚が最大になる細骨材

率であるとし、余剰ペースト膜厚が最大となる細骨材率に

おいて振動締固めが最も容易になると報告している。

本試験における細骨材率と余剰ペースト膜厚の関係

を、図７および図８に示す。余剰ペースト膜厚は、松下ら

に倣って算出した。ケース①では細・粗骨材混合実積率が

100mm 200mm
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58 122 35

平均加速度(mm/s2)細骨材率

(％)

間隙通過速度

100mm 200mm (mm/s)
44 12.3 1.4 9.8
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対し、細骨材率は ～ ％の 水準とした。本試験によっ

て得られたスランプと細骨材率の関係を、図３に示す。スラ

ンプが最大となる細骨材率は ％であり、既往の研究 と

同様、細・粗骨材混合実積率が最大となる細骨材率とは異

なる結果となった。

コンクリートの間隙通過速度

ケース①：混和剤の添加量の異なる配合

間隙通過性試験の結果を、図４に示す。混和剤の添加

量によりスランプを調整した場合、細骨材率と間隙通過速

度の関係は上に凸な形状を呈し、間隙通過速度が最大と

なる細骨材率が存在しており、そのときの細骨材率は ％

であった。間隙通過速度と細・粗骨材混合実積率が最大と

なる細骨材率は一致し、スランプが最大になる細骨材率と

は異なる結果となった。さらに、細骨材率が ％より大きく

なるほど間隙通過速度は低下している。これは、 章で後

述するように、細骨材率が大きくなると、振動を伝える粗骨

材量が少なくなることに加えて、ケース①の場合には、単

位水量を一定のまま細骨材率を大きくしているため、粘性

が高くなることで、より振動エネルギーが小さくなり、間隙通

過速度が低下したものと考えられる。

ケース②：単位水量の異なる配合

間隙通過性試験の結果を、図５に示す。単位水量により

スランプを調整した場合、 間隙通過速度が最大となる細

骨材率は、水セメント比によって多少の違いはあるが、

～ ％の範囲である。細骨材率が大きくなると間隙通過速

度がバラついているが、これは、細骨材率が大きいほど単

位水量が大きくなり、材料分離が生じやすくなったためで

あると考えられる。なお、ケース①と比べれば、細骨材率が

大きい場合の間隙通過速度の低下は少ないといえる。

加振時におけるコンクリート中の加速度

加速度計測の結果を、図６および表 に示す。表 に示

す、平均加速度は、振動開始後と終了前の 秒間を除い

た、約 秒間の加速度の絶対値の平均とした。

コンクリート中の振動については、主にコンクリートの粘性

により、指数関数的に減衰することが報告されている 。本

試験においては、いずれの細骨材率においても、内部振

動機からの距離が大きくなるほど、加速度が小さくなって

いる。さらに、細骨材率が大きいほど、平均加速度は小さく

なっており、同一スランプであっても、コンクリート中を伝播

する振動は異なっている。

図２ 細・粗骨材混合実積率

表３ スランプ試験におけるコンクリートの配合

図３ 細骨材率とスランプの関係

図４ 細骨材率と間隙通過速度の関係ケース①

図５ 細骨材率と間隙通過速度の関係ケース②
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§４ 間隙通過性に及ぼす影響

梁ら は、同一スランプのコンクリートであっても、配合条

件が異なる場合、締固め特性は変化するとしており、締固

め完了エネルギーが異なると指摘し、算定式を提案してい

る 。本研究では、算定式を用いて細骨材率の違いとコン

クリートの振動エネルギーについて検討した。

既往の研究 において、コンクリート中を伝播する波動

の振動数は、無負荷時の内部振動機の振動数と等しく、

配合や振動時間によらず、変化しないことが確認されてい

る。そのため、振動数は、内部振動機の振動数である、

とし、配合に関わらず一定であると仮定した。また、

加速度には計測により算出した平均加速度を用いた。

上記の仮定および算定式から、単位時間当たりのコンク

リートの振動エネルギーを算出した。算出した振動エネル

ギーを、表 に示す。振動エネルギーは加速度の 乗に比

例するため、加速度が変化した場合、振動エネルギーはよ

り顕著に変動する。算定結果から、粗骨材量が多いほど、

コンクリート中を伝わる振動は大きく、振動エネルギーが大

きくなっていることが考えられる。一方、振動エネルギーと

間隙通過速度には相関性が認められない。つまり、振動

エネルギーの大小のみが間隙通過速度に影響を及ぼして

いるわけではないことがわかる。

一般に、粗骨材量が多くなると、コンクリートの間隙通過

性などのコンクリートの施工性能が低下する。本試験結果

においても、粗骨材量が多い場合には、間隙通過速度が

低下しており、粗骨材が鉄筋間の円滑な通過を妨げてい

ることが推測される。粗骨材量が少ない場合、ケース①で

は、間隙通過性が低下する。これは、単位水量を一定とし

たまま細骨材率を大きくしているため、コンクリートの粘性

が大きくなり、振動エネルギーが小さくなったためと考えら

れる。一方、ケース②では、間隙通過性の低下は見られな

いものの、バラつきが大きくなっている。これは、細骨材率

が大きくなるほど単位水量も大きくしているため、材料分離

が生じやすくなっていることが要因と考えられる。

は、フレッシュコンクリートをペーストと骨

材の混合物として捉え、各骨材粒子はペースト膜で覆わ

れているとする、余剰ペースト理論を提唱した。骨材粒子

を覆う膜を形成するペーストは余剰ペースト、その体積は

表４ 加速度の計測結果

 細骨材率： ％

 細骨材率： ％

細骨材率： ％

図６ 細骨材率の違いによる加速度波形

表５ コンクリートの振動エネルギー

余剰ペースト体積、余剰ペースト体積を骨材の全表面積

で除した値は平均余剰ペースト膜厚 以下、余剰ペースト

膜厚 とされ、松下ら は、細・粗骨材混合実積率を最大に

する細骨材率は、余剰ペースト膜厚が最大になる細骨材

率であるとし、余剰ペースト膜厚が最大となる細骨材率に

おいて振動締固めが最も容易になると報告している。

本試験における細骨材率と余剰ペースト膜厚の関係

を、図７および図８に示す。余剰ペースト膜厚は、松下ら

に倣って算出した。ケース①では細・粗骨材混合実積率が
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図７ 細骨材率と余剰ペースト膜厚ケース①

図８ 細骨材率と余剰ペースト膜厚ケース②

最大となる細骨材率と余剰ペースト膜厚が最大となる細骨

材率は一致してないが、ケース②では一致している。ケー

ス①については、余剰ペースト膜厚が最大となる細骨材率

は ％であり、間隙通過速度が最大となる細骨材率と一致

していない。ケース②については、いずれの水セメント比

においても、余剰ペースト膜厚が最大となる細骨材率は

％程度であり、間隙通過速度が最大となる細骨材率の

範囲にある。なお、ケース①において余剰ペースト膜厚が

最大となる細骨材率と間隙通過速度が最大となる細骨材

率が一致しない要因については、今後の課題とする。

以上より、本研究の範囲では、間隙通過性が良好となる

配合設計を行う場合、余剰ペースト膜厚よりも、細・粗骨材

混合実積率が最大となる細骨材率を選定する方が適切で

あると考えられる。なお、骨材や混和剤の違いなどが間隙

通過性に及ぼす影響については、今後の課題とする。

§５ まとめ

 細・粗骨材混合実積率が最大となる細骨材率を選定
することで、コンクリートの間隙通過性が最大となる。

 スランプが最大となる細骨材率と、細・粗骨材混合実
積率が最大となる細骨材率は異なる。

 混和剤でスランプを調整した場合には、間隙通過速
度が明らかに低下し、単位水量で調整した場合に

は、バラつきは大きくなるものの、間隙通過速度の低

下は小さい。

 単位水量によりスランプを調整した場合、余剰ペース
ト膜厚が最大となる細骨材率は間隙通過速度が最大

となる細骨材率の範囲内である。混和剤により調整し

た場合、余剰ペースト膜厚が最大となる細骨材率は

間隙通過速度が最大となる細骨材率と一致しない。
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砕・転圧盛土工法の簡略設計法の提案

北 島 明 福島 伸二

概 要 

砕･転圧盛土工法は、築堤土の入手難と底泥土の除去処分を同時に解決し、築堤土と土捨て場の確保に伴う環境破壊を

不要とした堤体改修技術である。砕・転圧土の目標強度は砕・転圧土ゾーンに必要な粘着力として設定されるため、固化材添

加量の決定のためには添加量を変えた砕・転圧土による一連の三軸圧縮試験が必要である。一方、実施工における固化改良

土の強度管理は、試験実施が簡単な一軸圧縮試験による一軸圧縮強さを指標としており、固化材添加量や施工管理に必要な

関係式を導くためには一軸圧縮試験と三軸圧縮試験による体系的な各種の試験を大量に実施しなければならず、小規模な堤

体改修事業への適用は困難であった。 
そこで、本稿は砕・転圧盛土工法を小規模な堤体改修にも適用できるように、室内配合試験の実施数量を可能な限り省略で

きる簡略設計法を提案するものである。 

Simplified design method of rehabilitation technique using cement-mixed soil 
for fill-type dam embankment 

Abstract 

A rehabilitation technique using cement-mixed soil for fill-type dam embankment can resolve two problems at the 
same time: good soil is needed for the embankment and a landfill site for muddy soil is required. Due to these 
characteristics, this method can reduce the adverse effects on the environment during construction. However, it 
requires a series of triaxial compression tests for design because the target strength is set for the cohesion for 
stability while it also requires a series of unconfined compression tests for daily quality management. Therefore, as 
numerous tests are needed before starting, it is difficult to apply to small-sized dams which do not have sufficient 
budget. 

In order to extend the scope of application to small-sized dams, we have developed a simplified design method that 
reduces the number of tests as far as possible. 

キーワード： 砕・転圧盛土工法、簡易設計法、
一軸圧縮強さ、粘着力
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